
 

 
感染症の流行拡大の恐れにもなる、「インフォデミック」について、前編・後編の 2 回に

分けてご紹介します。 

「インフォデミック」―これはWHOにより使われ始めた造語で、正しい情報と不確かな情

報が大量に混ざり合い、信頼できる情報源や知識が必要な時に見つけにくくなってしまう

状態を指します。情報を意味する「インフォメーション」と、一定地域での感染症の流行

を意味する「エピデミック」を合わせた言葉で、特定のトピックに関する情報量が急激に

増大し、短期間で指数関数的な増加を見せることが特徴です。この現象自体は新しいもの

ではありませんが、インターネットと SNS によって情報の拡散力が飛躍的に高まっている

現代において、その規模と速度は従来の比ではなくなっています。 

 

 
https://www.youtube.com/watch?v=l584-RzQ1z0 

https://www.youtube.com/watch?v=l584-RzQ1z0


インフォデミックの状況下で発生するさまざまな不確かな情報の中でも、「ミスインフォ

メーション」は特に、受け手を騙すために意図的に作られた誤情報、もしくは不正確な情

報を指します。ミスインフォメーションが拡散されて、それが人々の行動を変えると、人

びとを危険に晒してしまう恐れもあります。それが世界的な公衆衛生の取り組みに関する

ものであれば、感染症の流行をさらに拡大させてしまう恐れもあります。 

ではなぜインフォデミックによって感染症の流行が拡大してしまうのでしょう。 

  

● 必要な時に信頼できる情報を見つけることが難しくなる。 

● 溢れる大量の情報の根拠をしっかり分析する時間が必要になるため、重要な局面で

の迅速な意思決定が難しくなる。 

● 出版物における情報の質の管理や、行動や決定の根拠として使われる情報の質の管

理が難しくなる。 

  

インフォデミックが引き起こした実際の事故も全世界で相次いでいます。 

  

アメリカでは、新型コロナウイルス感染症の治療薬としてヒドロキシクロロキンが有効だ

と聞いた男性が、クロロキンを含有した水槽浄化用の薬品を服用し死亡しました。イラン

では、アルコールでコロナが治ったという SNS の情報を信じた人々が、メタノールを含む

アルコール飲料を摂取して死亡者が出る事態に発展しました。イギリスでは、5G の電波が

コロナウイルスの発生と関連しているという噂がインターネットで流れ、5G の基地局アン

テナが次々と放火される事件がありました。 

《世間に流布するミスインフォメーションをまとめたWHOによるサイト》 
 
 

WHO のテドロス事務局長は、「我々はウイルスと闘っているだけではない。ミスインフォ

メーションを流布し、感染症対策を妨げるデマや陰謀論者とも闘っているのです」と語っ

ています。 

また、グテーレス国連事務総長も、ミスインフォメーションの拡大は「さらに多くの人々

を危険に陥れる毒のようなもの」だと話し、事実と科学的エビデンスに基づいてインフォ

デミックと闘うための国際的イニシアチブ「Verified✔︎✔︎」を立ち上げました。 

  

WHO はまず、現在出回っているミスインフォメーションを検証し、さらにそれらに対応す

る科学的エビデンスに基づくガイダンスの作成を通じて、ミスインフォメーションに対処

しようとしています。また、国連が立ち上げたイニシアチブ「ちょっと待って、シェアす

るまえに確認しよう（The Pause Campaign/ #TakeCareBeforeYouShare)」というキャンペ

ーンでは、インターネットで特定のコンテンツをシェアするかどうか決めるまえに、情報

元を確認する時間を取るように呼びかけています。 

さらに WHOは、TikTok、Google、Viber、WhatsApp や YouTubeなど、50以上の IT企業

https://www.who.int/emergencies/diseases/novel-coronavirus-2019/advice-for-public/myth-busters
https://www.shareverified.com/en
https://www.takecarebeforeyoushare.org/
https://www.takecarebeforeyoushare.org/
https://www.takecarebeforeyoushare.org/


や SNS プラットフォームと協働し、新型コロナに関する情報を検索した時に、WHO やそ

の他の公的機関からの情報が必ず最初に表示されるようにしています。また、より予防的

な取り組みとして、データ分析会社や国連グローバルパルスなどのイニシアチブと協働し

た取り組みも行っています。これについては、後編で詳しく解説します。  


